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徹底した現場主義
精力的に雇用・福祉の現場を精力的に調査
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異
例
の
７
月
臨
時
議
会

景
気
対
策
予
算
の
実
効
性
を
検
証

場
当
た
り
予
算
の
矛
盾
を
指
摘

　

今
回
の
補
正
予
算
の
中

で
、
介
護
職
員
等
の
処
遇

改
善
策
、
特
定
不
妊
治
療

費
助
成
の
引
き
上
げ
な
ど

が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す

（
別
表
）。

　

し
か
し
、
こ
れ
ら
の
施

策
は
、
例
え
ば
介
護
職
員

の
処
遇
改
善
は
介
護
保
険

全
体
の
見
直
し
の
中
で
行

う
べ
き
と
過
去
か
ら
指
摘

さ
れ
て
き
た
課
題
で
あ
る

よ
う
に
、
本
来
は
政
策
と

し
て
恒
久
的
に
行
う
べ
き

も
の
で
す
。
こ
れ
を
景
気

対
策
予
算
に
便
乗
し
て
お

茶
を
濁
そ
う
と
い
う
政
府

の
姿
勢
は「
場
当
た
り
的
」

と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

リ
ベ
ラ
ル
群
馬
は
、
本

会
議
・
委
員
会
を
通
じ
て

こ
の
問
題
を
指
摘
。
大
澤

知
事
も
「
本
来
は
根
本
的

に
行
う
べ
き
課
題
だ
が
、

一
定
の
効
果
は
あ
る
と
考

え
て
い
る
。国
に
対
し
、予

算
終
了
後
の
混
乱
等
が
生

じ
な
い
よ
う
要
望
し
て
い

く
」と
、国
に
改
善
を
求
め

て
い
く
と
答
弁
し
ま
し
た
。

実
効
あ
る
雇
用
対
策
を
要
望

別 表 平成21年度７月補正予算の主な事業

　

景
気
対
策
の
目
玉
で
あ

る
雇
用
対
策
（
別
表
）
も
、

政
府
与
党
の
選
挙
対
策
の

色
濃
い
「
場
当
た
り
」
予

算
と
い
う
側
面
は
否
定
で

き
ず
、
主
に
以
下
の
問
題

点
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま

す
。

①�

県
・
市
町
村
の
実
情
を

考
慮
せ
ず
に
巨
額
の
予

算
を
交
付
し
て
き
た
た

め
、予
算
消
化
が
困
難
。

②�

予
算
の
大
半
が
短
期
で

低
賃
金
な
臨
時
雇
用
で

あ
り
、
失
業
者
の
ニ
ー

ズ
に
則
し
て
い
る
か
疑

問
。

　

後
藤
は
、
産
経
土
木
常

任
委
員
会
に
お
い
て
、
平

成
20
年
度
末
に
県
単
独
で

２
０
０
名
の
臨
時
職
員
を

募
集
し
た
が
、
１
１
６
名

し
か
応
募
し
な
か
っ
た
こ

と
を
事
例
に
挙
げ
、「
失

業
者
は
安
定
雇
用
を
求
め

て
い
る
。
緊
急
雇
用
創
出

基
金
事
業
の
よ
う
に
短
期

間
で
低
賃
金
の
臨
時
雇
用

は
失
業
者
の
ニ
ー
ズ
に

マ
ッ
チ
し
て
い
な
い
の
で

は
な
い
か
」
と
指
摘
し
、

雇
用
事
業
内
容
の
改
善
を

要
望
し
ま
し
た
（
上
毛
新

聞
記
事
）。

１　雇用対策（40億円）
3,470人の雇用創出を目指す。

２　介護職員等の処遇改善（10億5,000万円）
介護職員等の賃金を月額15,000円改善

３　住宅用太陽光パネル設置補助（１億円）
１kwあたり35,000円の補助金

４　特定不妊治療費助成の増額（8,500万円）
医療保険適用外の不妊治療に対する助成額を、現行10万円
から15万円へ引き上げ

（※）�　財源は100％国の景気対策予算からの交付金等で賄われるが、
１〜３年の時限的な予算であり、終了後の財源は保障されてい
ない。

　　�　特に２～４などの施策は、本来景気対策で一時的に行うべき
ものではないため、今後大きな問題となることが予想される。

▲障害者政策の最前線、発達障害者支援セン
ター（上）と、渡良瀬養護学校しろがね分校（下）
を調査

▲雇用対策の最前線、産業技術専門校での職業
訓練現場（上）と、４月に開設されたぐんま求
職者総合支援センター（下）を調査

上毛新聞記事より

雇用創出基金事業
「40億円」達成に黄信号

　

今
年
１
～
３
月
に
単
独
事
業
で

行
っ
た
雇
用
対
策
で
就
業
希
望
者

が
定
員
に
満
た
な
か
っ
た
経
験
か

ら
「
短
期
で
低
賃
金
の
仕
事
を
設

け
て
も
、
人
が
集
ま
ら
な
い
」
と

指
摘
す
る
声
も
あ
る
。（
中
略
）

総
事
業
費
が
40
億
円
に
届
く
か
微

妙
な
情
勢
だ
。


